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１．基本方針の策定について 

（１）策定の趣旨 

  

地方分権の推進、人口の減少・少子高齢化の進行、市民ニーズの多様化・高度化等により、

市の事務事業は増加する一方、平成 32 年度の普通交付税の合併算定替の終了や公共施設等の大

量更新等の問題に直面するなど、本市を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっています。 

こうしたなか、地域においては、環境や健康を重視したライフスタイルなど心の豊かさを求

める価値観が一層高まりつつあり、地域づくり協議会など地縁団体やボランティア、ＮＰＯ活

動を通じて、自らが暮らす地域への活動に生き甲斐を見出す人々も増えてきています。 

また、国の規制改革、行政サービス※の民間開放の動きのなかで、公共サービス※の提供を新 

たなビジネスチャンスと捉え、参入を希望し、積極的に取り組みたいと考える民間企業や、コ

ミュニティビジネスi等を通じて地域経済の活性化に取り組む団体も増えています。 

このような社会情勢の変化や、厳しい財政状況の中、公共サービスの質を確保し、市民満足 

度の維持・向上を図りつつ、将来にわたって持続可能な地域づくりを進めていくためには、多 

様な主体が効果的かつ効率的に公共サービスを提供できる仕組みを整えていくことが必要です。 

この「長浜市官民パートナーシップ推進基本方針」は、本市における高い市民力と民間iiの

もつ高い効率性などの強みを公共サービスに導入する手段として、官民パートナーシップ

（Public Private Partnership／以下「ＰＰＰ」という。）の様々な手法の更なる活用を、総

合的かつ計画的に推進していくための基本的な方向性を示し、今後、市が重点的に担うべき役

割を明確にし、全庁的な共通認識を図るとともに、最も適切で民間・市ともにメリットがある

対等な関係を築き、相互理解を深めながら、効果的かつ効率的な公共サービスを提供する方法

を選択するための方針として策定するものです。 

  

※「行政サービス」 と 「公共サービス」 

本方針において、「行政サービス」とは、市が、市民に提供するサービスのことであ

り、「公共サービス」とは、行政サービスを内包する広い概念として、民間と市が連携し

て生み出すサービスや、提供主体に関わらず広く一般の人々の福利のために提供されるサ

ービスのことを指します。 

http://www.weblio.jp/content/%E5%BA%83%E3%81%8F
http://www.weblio.jp/content/%E5%BA%83%E3%81%8F
http://www.weblio.jp/content/%E4%BA%BA%E3%80%85
http://www.weblio.jp/content/%E7%A6%8F%E5%88%A9
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（２）ＰＰＰの概要 

 

ＰＰＰとは、一般的に官民が連携・協力して公共サービスの提供を行う手法の総称として用

いられています。 

本方針においてＰＰＰとは、民間が持つノウハウや専門知識、ネットワークなどを活用し

て、民間と市が適切な役割分担に基づいて公共領域を創造し、公共サービスの充実と効率化を

図る手法の総称とします。 

ＰＰＰは選択する手法によって担い手となるべき主体、市の関与の度合い、その効果が異な

るため、事務事業ごとに最適な手法を選択することが必要です。 

 

【市の関与とＰＰＰの効果】 

 
 

【ＰＰＰ（官民パートナーシップ)における各部門の効果と役割】 

部門 ＰＰＰの効果 役割 

行政部門

（市） 

・ＶＦＭiiiの追求 

・財政負担の軽減 

・公共サービスの質の向上 

・移管、連携すべき事業の選定 

・適切な事業者の選定 

・事業の監視（モニタリング） 

民間部門 

（事業者） 

・新たな事業機会の確保 

・事業参入による収益の創出 ・適切な事業計画の策定 

・適切な事業の運営 民間部門 

（市民等） 

・直接事業実施による地域の課題解決 

・地域経営における市民意思の反映 
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２．現状と課題 

（１）長浜市の現状と課題 

課題１．健全な財政運営の確立 

 

本市では、普通交付税の合併算定替ivについて、平成 27 年度から段階的な縮減が始まり、平

成 32 年度をもって終了します。人口減少・少子高齢化による税収の減少や扶助費の増加など厳

しい財政状況のもと、財政需要に見合った財源の確保が困難になることが想定され、合併特例

措置終了後の平成 33 年度以降も現在のサービスを維持していくためには、普通交付税が減少し

ても安定的な財政運営ができる構造の確立が不可欠です。 

このため、本市の【財政計画】（平成 27 年８月）に掲げる基本目標として、歳入・歳出につ

いては、【長浜市基本構想】（平成 23 年９月）を推進する行財政基盤を強化する観点から、無

駄の排除や事務事業の見直しにより、市民ニーズに的確に対応する財源を生み出すこととして

おり、職員人件費の削減や公共施設の再編に向けた取り組み、新たな公共の担い手の活用の飛

躍的な推進により、歳出規模を削減するとともに、市税等の債権回収対策の強化、国・県補助

等の積極的な活用により、安定的財源を確保することが求められています。 

 

 

※「財政計画」財政規模の見通しを基に作成 
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課題２．公共施設等の適正配置 

 

【長浜市公共施設等総合管理計画】（平成 27 年 3月）においては、本市の公共施設等の将来

の更新費用を一定の前提条件・推計方法により推計しており、公共建築物については、40 年間

（平成 27 年度～平成 66 年度）で必要な更新費用は 1,331 億円、将来投資見込額の 1.5 倍に相当

する更新費用が必要と試算されています。この更新費用の内訳については、学校教育系施設が

34％、生涯学習系施設が 23％、企業会計施設が 15％を占める結果となっています。 

 年度別の更新費用については、最初の 20 年間は更新費用も低く抑えられていますが、公共建

築物については平成 53 年度頃に、ピークが訪れる予想となっています。 

 インフラ資産を含む公共施設等全体における今後 40 年間の更新費用の総額は 3,056 億円（年 

間平均更新費用額は約 76 億円）で、将来投資見込額の 1.8 倍の金額が必要と推計されています。 

 このため、【長浜市公共施設等総合管理計画】において、公共建築物については、将来の更

新費用削減に向けて、今後 40 年間で公共建築物の延床面積 34％（23.2 万㎡）削減を数値目標

として掲げており、当初 10 年間で延床面積を約 6％削減することとしています。 

 この目標を達成するため、施設の適正配置の観点から、施設の新築又は大規模改修を行う場

合はゼロベースで検討すること、施設を新築する場合は他の施設の統合を前提として建設する

こととしており、施設整備や管理運営の事業手法については、施設機能の質の向上の点からも

民間の技術・ノウハウ・資金等の活用を積極的に導入することが必要です。 

 

公共施設等の将来の更新費用の推計 

 
※出典：「長浜市公共施設等総合管理計画」 
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課題３．職員数等の適正化 

 

 本市の正規職員数については、簡素で効率的な行財政運営を図るため、【長浜市定員適正化

計画】（平成 26 年８月）を策定し、計画的に職員数を削減しています。 

【長浜市定員適正化計画】では、行政サービスが低下することがないよう、また安定的な組

織運営を図っていくため、職員の年齢構成の平準化、計画的な職員数の確保により、平成 36 年

４月１日の目標値として、正規職員数を 1,011 人（平成 27 年度比▲30 人）とすることとして

います。 

 目標達成に向けては、行政サービスの質の維持・向上を考慮したうえで、民間委託および市

民協働の推進や、指定管理者制度の積極的な活用を進めることが必要です。 

 

 

※「長浜市定員適正化計画」年次計画値を基に作成 

 

 

 また、本市における臨時職員については、常勤職員として約 700 人が一般事務、専門職の業

務遂行を担っているものの、地方公務員法の規定により雇用期間が最長１年と定められている

ことから、長期にわたる計画的な人材育成が困難です。このため、臨時職員が担っている業務

については、長期の民間委託や、労働者派遣などの導入を検討することが必要です。 
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●市の取り組み 

本市では、限られた経営資源（職員、施設、予算、時間、情報）を最大限活用することによ

り、生産性・地域力・経営力を向上させ、質の高いサービスを提供することで、【長浜市基本

構想】に掲げる都市の将来像「協働でつくる 輝きと風格のあるまち 長浜」の実現を行政運営

の面から推進するために、本市における行政改革の基本的な考え方と推進方策を定めた【第３

次長浜市行政改革大綱】（平成 27 年３月）を策定し、改革の方針の１つとして、市民との協

働・連携を推進し地域力を上げることを掲げています。 

 さらに、「地域の経営資源を生かした課題解決と地域活性化」を基本的な視点の１つとし 

た、【長浜市まち・ひと・しごと創生総合戦略】（平成27年６月）を策定し、本市の「まち・ 

ひと・しごと創生」に向けた具体的な施策をまとめています。 

 

（２）新しい公共の担い手の活躍 

  

社会環境の変化にともなう市民ニーズの多様化に対応するものとして、市民がほしい公共サ

ービスを創意と工夫で市民自らが提供する市民活動、地域活動、コミュニティビジネスなど新

たな公共の形成へとつながる活動が注目されています。 

本市では、【長浜市市民協働推進計画】（平成 24 年６月）において、長浜市市民自治基本

条例におけるまちづくりの基本理念vに基づき、協働viによるまちづくりを推進しています。 

すでに、連合自治会区域を基本とした市内 24 地区すべてにおいて、「地域課題の解決」や

「地域が必要とする公共サービスの提供」を地域が中心となって実行していくための組織とし

て「地域づくり協議会」が設立されています。 

 また、長浜市内に活動拠点を置くＮＰＯ法人は約 40 法人あり、主体的に地域課題の解決やま

ちづくりに取り組まれています。 

 このような団体や地域の事業所に対し、協働・連携を前提とした必要な支援を実施すること

で、地域の特性を活かした個性あふれる地域づくりや、コミュニティビジネスなどによる新た

なマーケット・市民の就業機会の創出、地域経済の活性化が期待されます。 

  

（３）国の動向（地方行政サービス改革の推進について） 

 

 国・地方の厳しい財政状況下においても、引き続き質の高い行政サービスを効果的かつ効率

的に提供するため、更なる業務改革を推進する必要性があることから、国では「経済財政運営

と改革の基本方針 2015」（平成 27 年６月）等を踏まえ、「地方行政サービス改革の推進に関

する留意事項」（平成 27 年８月）が策定されました。今後、地方公共団体においては、業務の

標準化・効率化に努めるとともに、民間委託等の積極的な活用等による更なる業務改革を推進

し、そこで捻出された人的資源を公務員が自ら対応すべき分野に集中させることが求められて

います。 
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３．基本的な考え方 

（１）基本方針の位置づけ 

  

長浜市官民パートナーシップ推進基本方針の策定は、【第３次長浜市行政改革大綱】の実施

計画である【第３次長浜市行政改革大綱アクションプラン】（平成 27 年３月）の一つとして位

置づけられています。 

本市の各種計画で方向性や目標として位置づけられている官民パートナーシップを、総合的

かつ計画的に推進していくため、本市におけるＰＰＰの基本的な考え方を示し、民間と市の適

切な役割分担により、効果的かつ効率的な方法で公共サービスを提供することで、持続可能な

地域経営の実現を目指します。 
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（２）基本方針 

方針１．民営化の積極的推進 

「民間が担うことができるものは、民間に委ねる」ことを基本に、市が実施するよりも効 

果的かつ効率的な事業の実施や施設の運営が見込めるものについては、事業や施設の必要性、

市の関与の度合いや方法について十分検討したうえで、積極的に民営化を進めていきます。 

 

方針２．民間と市の適切な役割分担による官民パートナーシップの推進 

民営化が難しいもの、または民営化に至るまでの途中にあるものについては、民間と市が 

対等な協力関係を結ぶことにより、官民パートナーシップを推進します。 

 その推進に当たっては、ＶＦＭ（金額に見合う価値）が最も高くなるよう、民間と市のリ

スク分担の最適化を行います。 

 

方針３．新規事業等の検討段階における適正な分析・評価 

新たな事業を開始（公共施設等の新設を含む。）しようとする場合には、まず民営化をは 

じめとする民間活力の導入を十分検討し、各事業手法によって発生するコストをはじめ、サ 

ービスの持続性等について中・長期的な視点から分析し、最もＶＦＭが高いＰＰＰ手法によ 

りサービスを提供し、「最少の経費で最大限の効果を挙げる」（地方自治法第２条第 14 項） 

ことを目指します。 
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４．基本的な方向性 

（１）市が直接実施すべき事務事業、重点化すべき事務事業 

 

市が担うべき役割として直接実施することがふさわしい事務事業や、今後の地域づくりを進

めるうえで重点化すべき事務事業を把握し、これらを除くすべての行政サービスをＰＰＰ活用

検討の対象とします。 

なお、市が直接実施すべき事務事業や重点化すべき事務事業については、次のとおりです。 

【市が直接実施すべき事務事業】 

■公権力の行使に係る事務事業 

許認可や税の賦課徴収、行政処分など市民に義務や負担を負わせるものや、市民の自由や権利を

制限する事務事業です。 

なお、公権力の行使に当たるものであっても、これに付随する定型的な事務など公権力の行使に直 

接関係しない部分について、関係法令に抵触しない範囲でＰＰＰ活用検討の対象とします。 

 

【重点化すべき事務事業 】 

■政策立案等に関する事務事業 

行政において核となる事務事業であり、市の役割として重点化すべき事務事業です。地域経営の観

点からの計画立案や条例制定といった戦略的な機能、事業のモニタリングを含む公共サービスのマネジメ

ント機能が市に求められています。 

なお、政策立案のためのデータ収集や、機械的な業務、専門調査等は、ＰＰＰ活用検討の対象と

します。 

 

  

■法令等により供給手段に制約のある事務事業 

法令や条例等でサービスの提供主体が市に限定されている事務事業です。 

なお、法令上の制約が比較的少なく、創意工夫により、ＰＰＰによるサービスの提供が可能な事務 

事業や、自治体間連携等により、地方公共団体が相互に連携を図ることで効率化が見込める事務事 

業、法改正等により制約が緩和される動きがある場合については、ＰＰＰ活用検討の対象とします。 



  １０ 

（２）ＰＰＰの目指す方向性 

 

① 市民ニーズに即した質の高い民間サービスの調達  

民間のノウハウ、専門知識、技術や柔軟な業務執行体制等を活用し、市だけでは生み出せな

い新しい機能や付加価値を創造することで、公共サービスの充実を目指します。 

また、多様な主体によって公共サービスが提供されることにより、市民がそれぞれ必要とす

る内容のサービスを自らが選択できる機会を拡大させることで、公共サービスに対する市民満

足度の向上を目指します。 

さらに、地方公会計の活用により、行政サービスにも民間的な発想や新たな事業手法等を積

極的に取り入れます。 

 

 

② 行政経営資源の重点配分  

ＰＰＰの推進により生み出された行政経営資源を市が直接実施すべき事務事業、重点化すべ

き事務事業へ重点的に再配分します。 

また、民間が公共サービスに参入しやすくなる環境の整備等を通じて、公共サービスの新た

な担い手を支援するといった地域づくりのコーディネーター的な役割へと市の位置づけを転換

します。 

 

 

③ 地域力の向上と地域経済の活性化  

民間との協働により公共サービスを提供していくことで、地域における多様な主体の活動の

場を拡大し、地域力の向上を図ります。 

また、市が従来行ってきた業務を積極的に民間に開放することにより、地域における雇用の

創出、地元企業の発展に寄与し、地域経済の活性化につなげる好循環を作り出すことを目指し

ます。 
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（３）ＰＰＰ活用の視点 

 

① 事業の必要性の検証  

これまで市が実施していたすべての事務事業について、その必要性を改めて検証し、市民ニ

ーズや事業効果の観点から廃止すべきものは廃止します。継続して実施すべき事業について

は、市が直接実施すべき事業かどうかを判断し、ＰＰＰ活用を検討します。 

 

② 民間が参入しやすい環境づくり  

類似業務を集約して発注する包括的業務発注やサービス水準を重視する性能発注viiなど民間

の創意工夫が発揮しやすい発注方式の採用、人材投資を可能とする適切な事業期間の設定（債

務負担行為の適切な設定等）、民間からの提案による「提案型公共サービス民間活用制度viii」

の導入など民間の参入意欲が高まる環境の整備を図ります。 

 

③ 地域経済の活性化につながる担い手の育成  

第三セクター、市内に業務拠点のある民間事業者や民間団体で、担い手としての役割を十分

に果たせる見込みがある民間事業者等については、適切な支援策を講じることで担い手の育成

を図っていきます。 

 

④ リスク分担（責任所在の明確化）  

 民間と市との責任の範囲を契約書、協定書等により明確化しておくとともに、契約の履行過

程において市の管理、監督機能が十分に働くように留意します。 

また、契約、協定等の締結時点では正確には想定できない事由によって損失が発生した場合

の追加的支出等の分担を含む措置、具体的な手続き等を定めることとします。 

 

⑤ 競争性・透明性の確保  

公共サービスの担い手の決定に当たっては、正当な理由なく、長期にわたる固定化や業務の

独占などが生じることのないよう、法令等に十分留意し、競争性・透明性を確保できる手続き

により行います。 
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５．検討に向けた進め方 

ＰＰＰ活用検討に向けては、最適な担い手による公共サービスの提供を図るため、本方針に

基づき適切な事業実施手法を選択します。 

 

（１）活用検討フローチャート 
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（２）推進方策等 

 

① 庁内における推進体制  

ＰＰＰ活用の推進に当たっては、民間の思考や発想を新たな視点として持つことにより、こ

れまでの既成概念や経験則にとらわれず、民間と市が適切な役割分担を形成することが求めら

れます。 

公共サービスの質の向上、コストの削減や事務の効率化の実現に向けて事業目的を最も効果

的に達成できる手法を再検討し、適切な手法によるＰＰＰ活用を全庁的に推進するとともに、

官民パートナーシップに向けた横断的な提案、検討および全庁的な推進管理を長浜市行政改革

推進本部において行うこととします。 

 

 

② 民間意見の聴取  

ＰＰＰ活用の検討に当たっては、民間の参入を促すための情報交換、民間から広く意見や提

案を求め、対話を通じて市場性などを調査することが必要です。 

このため、学識経験者や市民の代表等で組織する「長浜市地域経営改革会議」などを通じて

広く意見を聴取することとします。 

 

 

③ 市民への周知、ＰＲの実施  

市民に対して、質の高い公共サービスの享受が期待できるなどのＰＰＰ推進によって得られ

るメリットについて、先進事例を紹介するなど具体的にわかりやすく示しながら、ＰＰＰ活用

検討に係る情報の公開やＰＰＰ導入事業の周知・ＰＲに努めます。 
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６．民営化の主な実施手法 

民営化の実施手法については、その対象や目的に応じて以下のとおり分類します。 

 

（１）施設譲渡 

長浜市公有財産利活用推進本部において譲渡（売却）の方針決定を行った施設を対象に民間

に譲渡します。 

また、施設譲渡に伴い、施設に付随していた事業運営、事業の円滑な移行を図るとともに、

施設譲渡後の安定したサービスの提供や地域振興への取り組みを促すため、引き続き必要なサ

ービスが提供されるよう、譲渡に係る条件整備を行います。 

 

（２）事業の移管 

法令等の改正や市民ニーズの変化により市自らが提供主体となる必要がなくなった事業、地

域において民間市場が形成されておりすでに市場が成熟している分野の事業などを対象に民間

への移管を検討することとします。 

なお、事業の移管に当たっては、市民に対して安定的かつ継続的なサービスが確保されるか

どうか十分に検討し、市民や関係機関等への合意形成を図ります。 

 

（３）法人設立 

公共サービスの担い手となる第三セクター等の民間事業体を設立することや、民間主体での

法人設立に対して積極的に支援することで民営化を図るものです。 

具体例として、水道、道路など社会インフラの維持管理・更新を担う事業者や、幼稚園・保

育園の運営を担う法人などが今後の検討対象として挙げられます。 

なお、法人設立に際して、市が直接出資する場合には、将来的な法人の自立化も見据えて、

その効果を十分に見極めることとします。 
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７．ＰＰＰの主な実施手法 

ＰＰＰの実施手法については、手法の目的や性質に応じて以下の類型に基づき分類します。 

類型 主な実施手法 

（１）行政サービス型 民間委託、指定管理者制度、ＰＦＩ、市場化テスト 等 

（２）支援・連携型 市民協働、協働利用施設サポーター制度、自治体間連携※ 等 

（３）公有財産活用型 市有財産の貸付、広告掲載事業、ネーミングライツ 等 

 

※ 自治体間連携は、地方自治法第２条第 15 項における「地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理

化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない」とい

う規定に基づく効果的かつ効率的に公共サービスを提供する手法のひとつとして記載。 

 

（１）行政サービス型 

現在、市が行っている事務事業の全部または一部について民間が担う手法です。選択する手

法によって市の関与の度合いは異なります。 

●民間委託  

事務や業務に必要な監督権限を市に有したままで、民間の高度な専門知識・技術の活用や効

果的かつ効率的に業務を実施するため、民間に委託するものです。 

民間委託は、最も多く活用されるＰＰＰ手法であり、印刷製本、製造、データ入力や清掃、

施設管理などの定型的・機械的な業務、専門調査・検査、情報システムの構築や機械整備など

の専門的な業務を、仕様に基づき民間が請け負うことで、効果的かつ効率的な業務の実施やコ

ストの削減を図ることができます。 

 

●指定管理者制度  

地方自治法第 244 条の２第３項の規定に基づき、公の施設について、議会の議決を経て指定

される「指定管理者」に当該施設の管理に関する権限を委任して維持管理・運営を行っていた

だくものです。指定管理者は行政処分に該当する使用許可も行うことができます。 

本市においては、91 施設（平成 27 年度４月１日現在）に導入されており、今後も、公の施 

設の設置目的を効果的に達成するため必要な場合は、【公共施設等総合管理計画】における施

設ごとの基本方針に基づき、指定管理者制度の導入を進めます。 
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●ＰＦＩ (Private Finance Initiative) 

公共施設等の設計、建設（改修）、維持管理・運営等を民間に包括的に委ね、その資金、経 

営能力、技術的能力を活用し、市が直接実施するよりも効果的かつ効率的に公共サービスの提

供を図るものです。ＰＦＩの導入を検討する際には、国の動向も踏まえ、収益施設を併設・活

用すること等により収益性を高め、事業費用を収益で回収する方式も検討するものとします。 

 

●市場化テスト 

公共サービスの質の向上と経費の削減を目的とし、そのサービスの提供について、競争原理

を導入し、民間と市、もしくは民間同士が対等な立場で競争入札に参加し、質・価格の観点か

ら総合的に優れた者が、公共サービスの提供を担う制度です。 

 対象事業としては、窓口関連業務、徴収関連業務、公物管理業務、統計調査関連業務などが

あります。 

 

●労働者派遣  

市が指揮命令権を有したままで、民間事業者が雇用する専門性が高く一定の事務処理能力が

期待できる労働者を、市の業務に従事させるものです。 

業務従事者に対して市からの指揮命令が可能な点が民間委託と大きく異なります。 

本市では、窓口業務の総括的な案内、申請書等の記載事項に関する質問対応等の来庁者の対

応をするフロアマネージャー業務において、すでに導入しています。 

 

【民間委託（請負・準委任契約）と労働者派遣事業との相違】 

民間委託（請負・準委任契約） 労働者派遣事業 

  

※出典 厚生労働省 「労働者派遣事業関係業務取扱要領」 
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（２）支援・連携型 

市が民間に対して支援措置を講じたり、民間や他の地方公共団体と市が事業の目的を共有し

お互いの役割を明確にして連携し、より効果的かつ効率的な事業を実施する手法です。 

 

●市民協働 

民間と市が、目的を共有してそれぞれの役割および責任の下で、相互の立場を尊重し協力し

て、公共の利益を実現するために活動するものです。 

本市では、公共サービスの担い手となる団体（地域づくり協議会や市民活動団体等）が自主

性・自発性を発揮しながら様々な公益的事業を行えるよう、平成 28 年４月から「市民活動セン

ター」を開設し、課題解決型の人材育成、活動に対する相談と情報提供やコーディネート等の

支援をしていきます。 

 

●協働利用施設サポーター制度  

 地域の市民が身近に利用する施設について、施設利用者と市が合意書を取り交わし、市民協

働による管理運営を行う制度です。 

当制度は、主に行政目的で利用していない施設を対象としている点が、指定管理者制度と大

きく異なります。 

 

●官公庁オークション 

民間事業者が提供しているインターネットオークションの仕組みを利用し、土地・建物、未

利用の公有財産や市税等の滞納処分による差押財産を官公庁オークションサイトを通じて、売

却するものです。 

本市においても、施設の統廃合等によって不要と判断された備品等の公有財産の売却や、市

税等の滞納処分による差押財産の公売において活用されています。 

 

●自治体間連携 

自治体間連携（Public Public Partnership／以下「新ＰＰＰ」という。）とは、地方公共

団体の組織および運営の合理化を図るため、地方公共団体が相互に連携を図るものです。 

平成 26 年の地方自治法改正により、別組織（組合や協議会）の設立を必要としない、より簡

素で効率的な相互協力の仕組み（連携協約）が制度化されました。 

地方自治法に規定されているものだけでなく、自治体間連携の様々な仕組みを活用する新Ｐ

ＰＰの発想により、広域観光施策、近隣自治体と連携した企業誘致、公共施設を自治体間でシ

ェアするといった、より効果的かつ効率的な施策の検討が可能です。 
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【 地方自治法に基づく広域連携制度 】 

共同処理制度 制度の概要 主な事務など 

連携協約 

（第 252 条の 2） 

地方公共団体が他の地方公共団体と連携し

事務処理をする際に、基本的な方針や役割

分担を定める連携協約を締結することがで

きる。 

 

連携協約に係る紛争がある

ときは、自治紛争処理委員

による処理方策の提示を申

請することが可能 

 

協議会 

（第 252 条の 2 の２） 

地方公共団体が共同して事務の管理執行、 

連絡調整、計画作成を行うための制度 

 

広域行政計画等に関するも

の、消防の通信指令など 

機関等の共同設置 

（第 252 条の７） 

地方公共団体の委員会又は委員、行政機

関、長の内部組織等を複数の地方公共団体

が共同で設置する制度 

 

介護認定や障害支援区分判

定の審査会、公平委員会な

ど 

事務の委託 

（第 252 条の 14） 

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を

他の地方公共団体に委ねる制度 

 

住民票等の写しの交付など 

事務の代替執行 

（第 252 条の 16 の 2） 

地方公共団体が協議により規約を定め、そ

の事務の一部を当該地方公共団体の名にお

いて他の地方公共団体の長などに管理・執

行させることができる。 

 

離島・山問地域の市町村の

事務を都道府県が代行 

近隣市町村間で連携し他団

体の事務を代行 

一部事務組合 

（第 284 条 2 項） 

地方公共団体がその事務の一部を共同して

処理するために設ける特別地方公共団体 

 

ごみ処理、し尿処理、救

急、消防、火葬場など 

広域連合 

（第 284 条 3 項） 

地方公共団体が、広域にわたり処理するこ

とが適当であると認められる事務を処理す

るために設ける特別地方公共団体。国又は

都道府県から直接に権限や事務の移譲を受

けることができる。 

 

後期高齢者医療事務、介護

保険事務など 
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（３）公有財産活用型 

市が所有する土地や建物などの公有財産を活用し、収入の増加を図るとともに、民間がその

公有財産等を活用して事業を展開する手法です。 

 

●市有財産の貸付  

市が所有している財産を民間に貸し付けて、賃借料などによる収入の増加を図るとともに、

民間が地域の価値や施設の利便性を高める事業を行うことにより、公共サービスの向上を図る

ものです。市場性、公共性が高い土地では、定期借地権の設定により公共施設等の整備を条件

とした民間活用を図ることも可能です。 

市有財産の貸付については、地元自治会をはじめ民間と連携し、貸付料等による収入の増加

のみだけでなく、市民に新たな便益を提供できる貸付方法も検討し、長浜市公有財産利活用推

進本部において利活用方針決定を行います。 

 

 

●広告掲載事業 

市の広報紙や公用封筒等の印刷物、ホームページ、公用車などの資産を広告媒体として民間

事業者等の広告を有料で掲載又は掲出することにより、収入の確保を図るものです。 

民間事業者にとっては、知名度の向上、販売促進などの効果が期待できます。 

 

 

●ネーミングライツ 

スポーツ施設、文化施設、公園などの公共施設の愛称をつける権利（施設命名権）を付与

し、その対価を得ることで収入の確保を図るものです。 

民間事業者にとっては、市民が一般的に利用する公共施設に対して愛称を付与することによ

り、広告効果が期待できます。 
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８．今後の取り組み 

（１）実施計画の策定 

 

本方針に基づき、平成28年度に民営化・官民パートナーシップ推進に向けた目標・スケジュ

ール等を定める「（仮称）官民パートナーシップ実施計画」を策定し、ＰＤＣＡサイクルによ

る進捗管理を行います。 

 

① 事業の点検、既存計画で方針決定済み事業の洗い出し   

  ↓ 

②「（仮称）官民パートナーシップ実施計画」の策定   

↓ 

③ ＰＤＣＡサイクルによる計画の見直し   

 

 

（２）ＰＰＰ活用における事前評価、モニタリングの実施 

 

ＰＰＰの活用においては、公共サービスとして必要な水準の維持・確保が求められるため、

導入効果の事前評価や適正なモニタリングの実施が必要です。 

ＰＰＰにて想定される効果を検討し事業実施手法を選択する段階（事前評価）、事業を実施

した後に想定した効果の検証および選択したＰＰＰ手法が適切であったかを検証する段階（事

後評価）の時点で評価を行います。 

モニタリングの実施にあたっては、事業ごとに評価基準、評価指標やモニタリングの具体的

な実施方法をあらかじめ明確に規定し、民間と市双方の理解の下に実施します。 

また、評価結果に基づき、必要に応じて事業を見直し、実施手法を変更するなどの改善を行

うＰＤＣＡサイクルによる事務事業のマネジメントを行います。 

 

  



  ２１ 

９．留意事項 

① コストの比較(事業効果の事前測定と効果の検証)  

ＰＰＰ事業の実施に当たっては、ＶＦＭの最大化を目指して、事前に「コスト」と「サービ

スの質」について、直営で実施する場合との比較検討を行うこととします。 

この場合、単にイニシャルコストだけの比較ではなく、ランニングコストを含めたライフサ

イクル全体での比較を行う必要があります。 

 

② 法令遵守事項の徹底  

労働基準法、労働者派遣法など労働関係諸法令、地方自治法、消防法等、事業実施者が当然

遵守しなければならない事項はもちろんのこと、守秘義務が必要な事業については、ＰＰＰの

導入の検討段階から十分留意するとともに、契約書、協定書等においても明確に示すこととし

ます。 

 

③ 職員による適正なモニタリング能力の確保  

ＰＰＰの導入により市内部で蓄積してきた知識・技術等が失われることがないよう、事業実

施のノウハウ等を市内部において継承し、公共サービスが適正に提供されるよう職員自らがモ

ニタリングできる能力の確保に努めるものとします。



２２ 

用語解説 

i コミュニティビジネス 

地域資源を活かしながら「ビジネス」の手法により地域の課題解決に取り組むことであ

り、地域の人材やノウハウ、施設、資金を活用することにより、地域における新たな創業や

雇用、働きがい、生きがいを生み出し、地域コミュニティの活性化に寄与することが期待さ

れています。 

 

ii 民間 

本方針における民間とは、民間事業者のみならず、自治会、地域づくり協議会など地域コ

ミュニティ組織や、ボランティア団体、ＮＰＯ法人など市民活動団体、社会福祉法人など公

益団体も含み、公共サービスの担い手となり得る可能性のあるすべての団体の総称として定

義します。 

 

iii ＶＦＭ (Value For Money) 

VFM とは支払い（Money）に対して最も価値の高いサービス（Value）を供給するという

考え方のことです。従来の方式と比べて PPP の手法を用いることによって総事業費をどれだ

け削減できるかを割合で示します。 

本方針においては、「金額に見合う価値」と定義します。 

 

iv 合併
がっぺい

算定
さんてい

替
がえ

 

合併算定替とは、合併団体に対する特例措置として設けられている制度で、合併したこと

により普通交付税が直ちに減少することは合併の阻害要因となることから、合併後一定期間

は、旧市町村が存続したものとみなして普通交付税を算定することをいいます。 

 

v まちづくりの基本理念 

「長浜市市民自治基本条例」（第３条）では『まちづくりの基本理念』を次のように定義し

ています。 

『まちづくりの主体は市民であり、市民及び市は協働して次に掲げるまちづくりの推進に努

めるものとする。』 

(１) 市民及び市が、合意形成を図るために必要な情報を相互に共有できるわかりやすく開

かれたまちづくり 

(２) すべての市民の人権が保障され、それぞれの個性又は能力が活かされる公平・平等で

格差のないまちづくり 
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(３) 市民の自主的・主体的な参画が保障されるとともに、市民及び市が相互の役割を尊重

し、みんなで協働して取り組むまちづくり 

 

vi 協働 

「長浜市市民自治基本条例」では『協働』を次のように定義しています。 

『市民及び市又は市民相互がその役割分担に基づき、相互補完的に対等な立場で協力して

行動すること。』（第２条第１項第４号） 

 

vii 性能発注 

性能発注とは、施設やサービスの調達に当たって、発注者が詳細な仕様等を提示するので

はなく、満たすべき要件やサービス水準を規定し発注することで、具体的な手法やプロセス

については受託者に委ねられる発注方式です。事業者のノウハウを活かした創意工夫による

効率化が期待されます。 

 

viii 提案型公共サービス民間活用制度 

提案型公共サービス民間活用制度とは、市が示す課題及び要件に基づき、更なる改善を必

要とする事業に対して、民間のアイデアや工夫により、市が実施するよりもコストやサービ

スの質の面で優れている提案を民間事業者から募集し、採用された提案に基づき業務委託等

を実施するものです。 

 


